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54
61 64 61

75
83 85
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119

135

146
153

161 164
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172
179

193 190 189

171
167 168 169 167

162
154

142
135

127

113

125
119

127
132 132

124

個人
住宅供給公社
都市再生機構
再開発会社
組合
地方公共団体

市街地再開発事業 実施地区数の推移

市街地再開発事業進捗状況一覧（施行者別・進捗段階別・総括表）

昭和44年の制度創設以来、年々着実に実施地区は増加しており、平成29年度末時点で完了地区は917地区、都市計画決定地区は
1,077地区となっている。

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在

※都市局所管事業の工区などごとに進捗段階が分かれる7地区については、その全ての工区・街区のうち最も遅い進捗段階に計上する為、平成29年度完了地区数917地区の
中には含まれていない。
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1 市街地再開発事業 施行者別認可地区数の推移3

2

※工区等ごとに進捗段階が分かれている地区については、それぞれの段階ごとに面積を計上し、全ての工区・街区等のうち最も遅い進捗段階において地区数を計上している。

地区 面積 地区 面積 地区 面積 地区 面積 地区 面積
（ha） （ha） （ha） （ha） （ha）

113 222.23
26 246.97
139 469.20

組　　　合 554 614.38
8 11.27
1 1.50
9 12.77
46 90.79
3 6.55
49 97.34

住宅供給公社 11 13.87
155 101.03

計

一　種
二　種
小　計
小　計
一　種
二　種
小　計
一　種
二　種
小　計
小　計
小　計
総　計

事業地区数
うち事業完了地区

917 1308.59

3 6.75 0 0.00 1 1.28 117 230.26
4 24.55 1 2.27 3 2.70 34 276.49
7 31.30 1 2.27 4 3.98 151 506.75
58 67.71 24 26.05 37 48.55 673 756.69
4 9.34 0 0.00 1 0.34 13 20.95
0 0.00 0 0.00 0 0.00 1 1.50
4 9.34 0 0.00 1 0.34 14 22.45
1 2.40 0 0.00 0 0.00 47 93.19
1 2.98 0 0.00 0 0.00 4 9.53
2 5.38 0 0.00 0 0.00 51 102.72
0 0.00 0 0.00 0 0.00 11 13.87
14 35.67 4 4.37 4 1.70 177 142.77
85 149.40 29 32.69 46 54.57 1077 1545.25

都市再生機構

個　　　人

計
所　管施　行　者

再開発会社

地方公共団体

事業完了 権利変換
計画決定

事業計画
決　　定
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市街地再開発事業の認可地区数は、平成10年頃をピークに減少傾向であるが、リーマンショックの影響とみられる平成21年の5地
区の後は、20地区前後が認可されている。近年は公共団体施行が少なくなってきている。

市街地再開発事業 事業地区数推移4
市街地再開発事業の実施地区数は、平成10年度頃をピークに平成23年度まで減少傾向にあったが、平成24年度以降、増加
に転じている。平成29年度においては、124地区で事業が実施されている。

※ 都市局所管事業の工区などごとに進捗段階が分かれる７地区については、その全ての工区・街区のうち最も遅い進捗段階に１地区として計上。
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50年のあゆみ ～グラフで見る日本の市街地再開発事業～

グラフで見る日本の市街地再開発事業

42 43

th

1

1

5

5

3
3

7

5

5
6

6

4
8

4

7

2
10

3
4

7

5

4
2

2

6

4

1

5 4
6

1 5
2

4
1

3

6

4

3

1

7
3

1

1
1

1 1

1

1
1

1

1

1

1

2

1

1
1

2

1

3
5

1

1

2

1

1

5
2

1

1

4 3

2
4

3

1

1
1

2

2

1

2

1

1

2

2
3

2

6

3

10
5

5

8
6

11

7
9

6
11

16

18

14

20

18

14
16

13

11

18

17

25

34

13

21

17

19 23

18

16

15

18

13

3

16

12

20

15

22
19

13

18

3 3
1

4

6

2
3

6

2

5 5

8
7

3

7

1

9

4 4

6

4 4 4
3

2 2

7

3
4 4

1
2

5

1
2

1

4

1 1 1 1 1



20

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

~S49

対象地区数
191地区

対象地区数
57地区

対象地区数
286地区

対象地区数
261地区

対象地区数
111地区

対象地区数
906地区

40 60 80 100 120 140 160

S50~S54

S55~S59

S60~H1

H2~H6

H7～H11

H12～H16

H17~H21

H22~H26

都市計画決定の年時
昭和49年度以前

昭和50年度
~昭和59年度

昭和60年度
~平成6年度

平成7年度
~平成16年度

平成17年度
~平成26年度

完了地区
全体平均

都市計画
決定

事業計画
認可

権利変換
計画認可 事業完了

4.65
8.69年

6.16年

7.26年

5.44年

5.10年

6.33年

1.31 2.73

2.01 1.32 2.83

2.36 1.74 3.16

1.15 2.701.59

1.33 1.04 2.73

1.37 2.882.08

対象地区数
7地区

対象地区数
42地区

対象地区数
73地区

対象地区数
101地区

対象地区数
104地区

対象地区数
136地区

対象地区数
154地区

対象地区数
127地区

対象地区数
65地区

（年度）

（年）

その他
駐車場
公　益
ホテル
店　舗
事務所
住　宅

施行者別の内訳（完了地区）5 完了地区における主用途の状況（地区数）6
平成６年度前後までは、店舗・事務所・ホテルを主用途とする再開発が大半であったが、平成7年度以降は、住宅・公益施設を主用
途とする地区が増加傾向にある。

平均事業期間の推移（都市計画決定 年時ベース）7
平成28年度までの完了地区（906地区）の平均事業期間は約6年であり、都市計画決定から事業計画認可までの平均事業期間は
短縮傾向にある。その背景としては、近年の厳しい事業環境を踏まえ、都市計画決定時点での事業推進の確実性に関する判断基
準がシビアになっているものと考えられる。

※ 平成26年４月1日以降に都市計画決定をうけた地区で、事業完了公告がなされた地区はない。（平成２９年３月３１日時点）
※ 都市局所管事業の工区などごとに進捗段階が分かれる7地区については、その全ての工区・街区のうち最も遅い進捗段階に計上する為、完了地区数906地区の中

には含んでいない。
※ 新しい年時区分については、今後事業期間の長い事業の完了により、平均事業期間が若干延びることがある。

※ 主用途の内訳は事業完了した地区において最も使用床面積が多いものを１つあげ、グラフ対象地区として集計。

（地区）

権利変換認可から
事業完了

事業計画認可から
権利変換認可

都市計画決定から
事業計画認可

●完了地区の内訳を見ると、組合が約
60％と最も多く、個人が約17％、地
方公共団体が約15％、都市再生機構
５％となっている。

●一方、施行地区面積の内訳は、組合
が47％、地方公共団体が36％で個人
が８％となっている。

2 5

6 2 31 21

12 4 46 9 11

26 11 45 13 1 41

28 16 41 12 4 3

53 21 32 11 5 14

83 17 26 5 10 13

69 11 21 3 14 6 3

41 4 3 3 9 4 1

平成30年3月31日現在

平成30年3月31日現在

表：完了地区の施行者別内訳

施行者内訳(完了地区）

【地区数】

【施行地区面積】

地区 面積
（ha）

469139
組　　　   合 554 614

13
97
14

101
1308

9
49

住宅供給公社 11
155

計 917

都市再生機構

個　　　   人

施　行　者

再 開 発 会 社

地方公共団体

50年のあゆみ ～グラフで見る日本の市街地再開発事業～

グラフで見る日本の市街地再開発事業

44 45

917
地区

1,308
ha

139

15%

60%

36%

47%

1% 7%

1%
8%

1%
5%
1%

17%

住宅供給公社

都市再生機構

再開発会社

個人

554

9

49

11
155

組合

地方公共団体

469

住宅供給公社

都市再生機構

再開発会社

個人

614

13

97

14

101

組合

地方公共団体

th
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地区数［地区］ 施行地区面積［ヘクタール］
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(346.11)

0 200 40 60 80 100 120 140

地　区　数 施行地区
面　　積

0.660.72 0.60 0.54 0.48 0.42 0.36 0.30 0.24 0.18 0.12 0.06 0.00

0.660.72 0.60 0.54 0.48 0.42 0.36 0.30 0.24 0.18 0.12 0.06 0.00

完了地区数
DID人口

（人口はH22国勢調査による）

完了地区面積
市街化区域面積 ×100

（市街化区域面積はH28都市計画年報による）

72.383.71

6.17

20.21

9.29

11.27

13.16

25.54

9.44

7.93

84.18

30.27

558.58

(85.49)
(32)

(9.44)(6) (26.73)(19)

90.26

3.48

20.93

12.61

15.79

17.69

10.95

29.33
65.11

11.13

5.66

7.47

8.91

104.69

126.43

9.08

3.18

4.79

17.74

23.24

6.42

7.91

2.14

42.10

0.70

11.29

10.05

1.63

1.67

5.91

14.83

0

0
0

(436.92)(175)
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0
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0
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0.00 0.04 0.08 0.12 0.16 0.20 0.24 0.28 0.32 0.36 0.40 0.44

0.00 0.04 0.08 0.12 0.16 0.20 0.24 0.28 0.32 0.36 0.40 0.44

再開発事業地区の分布（都道府県）8

都市計画決定
事業計画認可
権変計画認可
工事完了公告

（平成30年3月31日現在）

北海道
青　森
岩　手
宮　城
秋　田
山　形
福　島
茨　城
栃　木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
山　梨
長　野
新　潟
富　山
石　川
岐　阜
静　岡
愛　知
三　重
福　井
滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口
徳　島
香　川
愛　媛
高　知
福　岡
佐　賀
長　崎
熊　本
大　分
宮　城
鹿児島
沖　縄

（単位：百万円） （地区数） （地区数）

（地区数）

（単位：百万円）

27

1

36

8 8

5

13

7

民間再開発促進基金による債務保証の実績1

民間再開発促進基金による債務保証事業は、昭和54年度の事業開始以来、再開発事業、防災街区整備事業、優良建築物等整備
事業及びマンション建替事業の準備組合等による計画段階の調査・設計費等の初動期資金及び建設段階の建設資金の銀行、信用
金庫、政府系金融機関等からの借入に対し、累計78地区の124億円余について債務保証を行っています。（平成30年9月末実績）

街なか居住再生ファンドによる出資実績2
街なか居住再生ファンドによる出資事業は、中心市街地活性化基本計画の計画区域等の地方都市中心市街地における不動産証券
化の手法による居住施設及び居住関連施設の整備事業に対し、出資により支援する制度として、平成17年度の事業開始以来、21事
業に59億円余の出資を行い、うち、9事業34億円の出資事業が完了しています。（平成30年9月末実績）

（これらの２つの金融支援事業は、平成３０年度をもって事業終了としています。）
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50年のあゆみ ～グラフで見る日本の市街地再開発事業～

グラフで見る日本の市街地再開発事業 再開発協会による２つの金融支援事業
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